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第 39 回姶良中央地区合併協議会会議次第 
 

日時 平成 17 年８月 17 日（水）午後１時 30 分から 

場所 国分シビックセンター多目的ホール 

 

  開 会 

  会長あいさつ 

  諸般の報告 

  議 事 

 （報告事項） 

   報告第 30 号-② 国民健康保険事業の取扱いについて（協定項目 21） 

  報告第 31 号-② 保健衛生事業の取扱いについて（協定項目 25-9） 

  報告第 32 号-② 障害者福祉事業の取扱いについて（協定項目 25-11） 

   報告第 33 号-② 高齢者福祉事業の取扱いについて（協定項目 25-12）  

  報告第 42 号 その他の福祉事業【老人医療】の取扱いについて（協定項目 25-15-③） 

  報告第 40 号-② 農林水産関係事業【農業】の取扱いについて（協定項目 25-16-①） 

  報告第 43 号 農林水産関係事業【林業】の取扱いについて（協定項目 25-16-②） 

  報告第 44 号-① 農林水産関係事業【耕地】の取扱いについて（協定項目 25-16-④） 

  報告第 45 号 商工・観光関係事業の取扱いについて（協定項目 25-17） 

  報告第 41 号-③ 建設関係事業【都市整備】の取扱いについて（協定項目 25-18） 

  報告第 41 号-④ 建設関係事業【建築住宅】の取扱いについて（協定項目 25-18） 

  報告第 37 号-② その他事業【選挙管理委員会関係事務】の取扱いについて（協定項目 25-27-③） 

  報告第 46 号 その他事業【温泉事業】の取扱いについて（協定項目 25-27-⑧） 

（協議事項） 

  協議第 71 号 新市の市章について（協定項目 20） 

  その他 

  次回の会議日程等について 

  閉 会 

 

 

＜次回の協議会の開催日程＞ 

 第 40 回協議会は、９月２１日（水）午後１時３０分から国分シビックセンター多目的ホ

ールで開催する予定です。 

 



第39回協議会

期　　日 内　　　　　容 備　考

住民(住基戸籍)分科会 9:30 国分市 生保福班

第３８回協議会 13:30 多目的ホール 総消議班

税務：個人住民税担当係長会 13:30 国分市 財 政 班

高齢者・介護・健康増進担当者打合せ会 13:30 隼人町 生保福班

広報・イベントプロジェクト 15:00 国分市 企 画 班

消防防災(交通)分科会 9:30 国分市 総消議班

文書法制選挙(選挙)分科会 9:30 国分市 総消議班

商工分科会 13:30 国分市 産 経 班

住民(住基戸籍)分科会 14:00 国分市 生保福班

監査関係協議結果報告会議 9:30 国分市 総消議班

水道分科会 13:30 国分市 建 水 班

財政(税務)専門部会 13:30 隼人町 財 政 班

学校教育(幼稚園)分科会 13:30 国分市 教 育 班

畜産分科会 13:30 横川町 産 経 班

林務分科会 13:30 国分市 産 経 班

介護保険その他作業班会 13:30 溝辺町 生保福班

総務専門部会 13:30 国分市 総消議班

霧島市誕生記念夏休みバスツアー 企 画 班

農業委員会分科会 13:30 国分市 産 経 班

税務：固定資産税担当者会 13:30 国分市 財 政 班

文書法制選挙(文書)分科会 13:30 国分市 総消議班

介護保険認定作業班会 13:30 牧園町 生保福班

消防防災(消防)分科会 13:30 国分市 総消議班

議会正副議長・議会運営委員長会議 9:30 国分市 総消議班

本庁舎レイアウト打合せ 10:00 国分市 総消議班

コミュニティ検討委員会 13:30 多目的ホール 企 画 班

教育専門部会(社会教育)・分科会合同会議 13:30 溝辺町 教 育 班

税務：窓口・庶務担当者会 13:30 国分市 財 政 班

会計分科会 13:30 国分市 財 政 班

社会教育(社会体育)分科会 14:00 溝辺町 教 育 班

都市整備分科会 9:30 隼人町 建 水 班

住民(人権)分科会 9:30 国分市 生保福班

第４４回幹事会 13:30 多目的ホール 総消議班

１市６町子ども会育成連絡協議会会長会議 14:00　国分市 教 育 班

社会教育(文化財)分科会 9:30 国分市 教 育 班

商工観光専門部会 9:30 国分市 産 経 班

住民(住基戸籍)分科会 9:30 国分市 生保福班

社会教育分科会 13:30 国分市 教 育 班

会計収入担当者会 13:30 国分市 財 政 班

過疎計画打合せ 13:30 国分市 プロジェクト班

８月12日(金)

諸 般 の 報 告(協議会の行事や事務局の動き)

８月10日(水)

８月11日(木)

８月16日(火)

８月４日(木)

８月５日(金)

８月８日(月)

８月９日(火)



期　　日 内　　　　　容 備　考

保険年金(老保)分科会 9:30 国分市 生保福班

消防防災(消防)分科会 9:30 国分市 総消議班

社会教育(社会体育)分科会 9:30 国分市 教 育 班

第３９回協議会 13:30 多目的ホール 総消議班

環境衛生分科会 13:30 霧島町 生保福班

会計支出担当者会 13:30 国分市 財 政 班

※電算班････

＜今後の予定＞

期　　日 内　　　　　容 備　考

議会分科会 9:30 国分市 総消議班

消防防災(交通)分科会 9:30 国分市 総消議班

本庁舎レイアウト打合せ 10:00 国分市 総消議班

税務：個人住民税分科会 13:30 福山町 財 政 班

税務：国民健康保険税分科会 13:30 福山町 財 政 班

議会分科会 9:30 国分市 総消議班

保険年金(年金)分科会 13:30 国分市 生保福班

税務：固定資産税担当係長会 13:30 国分市 財 政 班

水道分科会 13:30 国分市 建 水 班

学校教育(給食)分科会 13:30 隼人町 教 育 班

総務専門部会 13:30 国分市 総消議班

税務：窓口・庶務分科会 9:30 隼人町 財 政 班

第５回サイン改修プロジェクト会議 13:30 国分市 プロジェクト班

保険年金(国保)分科会 13:30 隼人町 生保福班

会計分科会 13:30 国分市 財 政 班

社会教育分科会 13:30 国分市 教 育 班

本庁舎レイアウト打合せ 10:00 国分市 総消議班

建築住宅分科会 13:30 国分市 建 水 班

社会教育(社会体育)分科会 13:30 国分市 教 育 班

税務：収納・徴収担当者会 9:30 国分市 財 政 班

第７回合併準備会 10:00 多目的ホール 総消議班

第４５回幹事会 13:30 多目的ホール 総消議班

水道分科会 13:30 国分市 建 水 班

学校教育(幼稚園)分科会 13:30 国分市 教 育 班

建設専門部会 14:00 国分市 建 水 班

８月30日(火) 社会教育分科会 13:30 国分市 教 育 班

建築住宅分科会 13:30 国分市 建 水 班

社会教育(社会体育)分科会 13:30 国分市 教 育 班

９月７日(水) 社会教育(社会体育)分科会 13:30 国分市 教 育 班

９月14日(水) 社会教育(社会体育)分科会 13:30 国分市 教 育 班

第４０回協議会 13:30 多目的ホール 総消議班

社会教育(社会体育)分科会 13:30 国分市 教 育 班

８月31日(水)

９月21日(水)

８月29日(月)

各業務グループごとに、関係の分科会・専門部会・関係者と連携を図り、システ
ムの統合・構築に向けて随時会議等を開催している。

８月24日(水)

８月18日(木)

８月19日(金)

８月22日(月)

８月23日(火)

８月25日(木)

８月17日(水)



報告第３０号－②

国民健康保険事業の取扱いについて（協定項目２１）

国民健康保険事業の取扱いについて、平成１５年１２月２５日（協議第２６号）
協議決定された調整方針に基づき別紙のとおり調整したので報告する。

　平成１７年８月１７日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　姶良中央地区合併協議会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　会　長　　 鶴丸　　明人



1 レセプト点検事業
６　レセプト点検事業については、専門職員を雇用し業務を行う。レセプ
ト開示については、取扱い要領等を合併までに調整し、新市に引き継ぐ。

レセプト開示については霧島市国民健康保険及び老人保健診療報酬明細
書等の開示に係る取扱要綱を別紙のとおり整備し実施する。

　　　別紙

協　議　項　目

２１　国民健康保険事業の取扱い

具体的な調整結果

関　係　項　目

協議決定された調整方針



（別 紙） 
診療報酬明細書等（レセプト）の開示取り扱い 
 

                    （新）                                   （旧） 
「診療報酬明細書等の被保険者への開示について」（平成17年3月31日
付け保発第0331007号） 

「診療報酬明細書等の被保険者への開示について」（平成9年6月25日付
け老企第64号、保発第82号、庁保発第16号） 
１．被保険者から保険者（老人医療受給対象者についてはその者が居住す

る市町村の長。以下同じ。）に対し、診療報酬明細書、調剤報酬明細書、施

設療養費明細書及び老人訪問看護療養費・訪問看護療養費請求書（以下「診

療報酬明細書等」という。）の開示（診療報酬明細書等の写しの交付を含む。

以下同じ。）の求めがあった場合にあっては、以下のとおり確認した上、当

該診療報酬明細書等を開示すること。 
① 診療報酬明細書等の開示を求める者と当該診療報酬明細書等に記載さ

れている者とが同一であることを確認すること。 
② 保険医療機関、特定承認保険医療機関、老人保健施設、指定老人訪問

看護事業者及び指定訪問看護事業者（以下「保険医療機関等」という。）に

対して、当該診療報酬明細書等を開示することによって、本人が傷病名等

を知ったとしても本人の診療上支障が生じない旨を確認すること。その際、

保険医療機関等においては、主治医の判断を求めるものとすること。 
③調剤報酬明細書の係る②の確認については、当該調剤報酬明細書に記載

された保険医療機関等に対し行われるものであること。なお、②の確認を

取った上、当該調剤報酬明細書を開示する場合においては、当該調剤報酬

明細書を発行した保険薬局に対しその旨通知を行うこと。 
２．被保険者が未成年者若しくは成年被後見人である場合の法定代理人又

は被保険者の委任を受けた弁護士から被保険者本人に代わって当該被保険

者等に係る診療報酬明細書等の開示の求めがあった場合についても、１の

取扱いに準ずること。 
３．遺族から診療報酬明細書等の開示の求めがあった場合については、各

保険者の判断において、社会通念に照らし適当と認められるときは開示し

て差し支えないこと。 
 
「遺族に対する診療報酬明細書等の開示の際の保険医療機関等に対する連

絡の見直しについて（通知）」 
（平成14年11月25日付け保総発第1125001号、保国発第1125001号） 

１．被保険者から保険者（老人医療受給対象者についてはその者が居住す

る市町村の長。以下同じ。）に対し、診療報酬明細書、調剤報酬明細書、老

人訪問看護療養費・訪問看護療養費請求書（以下「診療報酬明細書等」と

いう。）の開示（診療報酬明細書等の写しの交付を含む。以下同じ。）の求

めがあった場合にあっては、以下のとおり確認した上、当該診療報酬明細

書等を開示すること。 
①診療報酬明細書等の開示を求める者と当該診療報酬明細書等に記載され

ている者とが同一であることを確認すること。 
②保険医療機関、特定承認保険医療機関、指定老人訪問看護事業者及び指

定訪問看護事業者（以下「保険医療機関等」という。）に対して、当該診療

報酬明細書等を開示することによって、個人情報の保護に関する法律第25
条第1項第1号に規定する「本人の生命、身体、財産その他の権利利益を
害する」おそれがないかどうか確認すること。その際、保険医療機関等に

おいては、主治医の判断を求めるものとすること。 
③調剤報酬明細書の係る②の確認については、当該調剤報酬明細書に記載

された保険医療機関等に対し行われるものであること。なお、②の確認を

取った上、当該調剤報酬明細書を開示する場合においては、被保険者の同

意を得た上で、当該調剤報酬明細書を発行した保険薬局に対しその旨通知

を行うこと。 
２．被保険者が未成年者若しくは成年被後見人である場合の法定代理人又

は被保険者の委任を受けた代理人から被保険者本人に代わって当該被保険

者等に係る診療報酬明細書等の開示の求めがあった場合についても、１の

取扱いに準ずること。 
３．被保険者であった者の遺族から診療報酬明細書等の開示の求めがあっ

た場合については、被保険者本人の生前の意思、名誉等を十分に尊重しつ

つ、以下の点に留意した上で、開示して差し支えないこと。 
① 診療報酬明細書等が医師の個人情報となる場合があること。 
 
 
 
 
 
 
 
② 遺族が診療報酬明細書等の開示を求めているという情報は個人情報に

該当すること。 

遺族に対する診療報酬明細書等の開示については、「診療報酬明細書等の

被保険者への開示について」（平成9年6月25日付け都道府県知事宛て厚
生省老人保健局長、厚生省保険局長、社会保険庁運営部長通知において、

各保険者（老人医療受給対象者についてはその者が居住する市町村の長。

以下同じ。）の判断において社会通念に照らし適当と認められるときは開示

して差し支えないこととしている。 
また、開示により保険医療機関等に照会が行われる可能性があることか

ら、当該保険医療機関に対しその旨を連絡することが適当であるとの考え

を平成9年6月27日付け内かんにより示しているところである。） 
しかし、個人情報保護法案の審議等近年の個人情報を巡る議論等を踏ま

え、その取扱いについて検討した結果、遺族への診療報酬明細書等の開示

の事実は個人情報に当たり、この事実を遺族の同意なしに保険医療機関等

に連絡することに付いては、個人情報保護の観点から適当ではないと考え

られる。 
したがって、保険者が遺族へのレセプト開示の事実につき保険医療機関

等に連絡するに当たっては、遺族の同意を得ることが必要であると考える

ので、御了知の上、貴都道府県内市町村、国民健康保険組合及びその他関

係機関に対する周知について御配慮願いたい。 
※ アンダーラインについては変更箇所を示す。 



Ⅰ　被保険者等からのレセプトの開示請求の流れ Ⅱ　遺族からのレセプトの開示依頼の流れ Ⅱ　遺族からのレセプトの開示依頼の流れ

（①レセプトが医師の個人情報となる場合） （②レセプトが医師の個人情報とならない場合）

診療報酬明細書(レセプト)開示請求・依頼の流れ

(別　紙）

⑧
実
施
方
法
等
等
申
出
書
に
よ
り
開
示
方
法
・
日
時
等
の
申
出

(

郵
送
の
た
め
の
切
手
の
送
付

)

⑦
開
示
決
定
通
知
書
・
実
施
方
法
等
申
出
書
の
送
付

、
郵
送
を
希
望
す
る

場
合
の
郵
送
料
の
伝
達

⑨
レ
セ
プ
ト
の
送
付

(

窓
口
交
付
の
場
合

)

④
開
示
に
つ
い
て
の

意
見
を
照
会

　　　　　　　保険医療機関　　　　　　　　　　　　　　　　　保険薬局

保　　険　　者　　⑥開示等の決定・決定通知書の作成

窓　　　口 窓　　　口

請求者（被保険者又は被扶養者）

⑦
開
示
の
連
絡

⑤
開
示
に
つ
い
て
の
意
見

、

部
分
開
示
・
不
開
示
の
理

由

、
開
示
が
可
能
と
な
る
時

期
に
つ
い
て
回
答

③
開
示
請
求
の
連
絡

⑩
レ
セ
プ
ト
の
開
示

(

窓
口
交
付
の
場
合

)

⑨
レ
セ
プ
ト
の
開
示

(

郵
送
交
付
の
場
合

)

②
請
求
に
つ
い
て
の
説
明

　
本
人
確
認

⑪
手
数
料
の
支
払
い

⑦
レ
セ
プ
ト
の
送
付

　

(

窓
口
交
付
の
場
合

)

④
開
示
に
つ
い
て
の

意
見
を
照
会

　　　　　　　　　　　　保険医療機関　　　　　　　　　　　　　　　　保険薬局

窓　　　口

保　　険　　者　　⑥開示等の決定

窓　　　口

依頼者（被保険者の父母、配偶者、子、祖父母、孫）

⑤
開
示
に
つ
い
て
の
意
見

、

部
分
開
示
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不
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示
の
理

由

、
開
示
が
可
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と
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期
に
つ
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回
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開
示
依
頼
の
連
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⑧
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開
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口
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場
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)

⑦
開
示
の
お
知
ら
せ
・
開
示
用
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プ
ト
の
送
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（
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送
交
付
の
場
合

)

②
請
求
に
つ
い
て
の
説
明

　
本
人
確
認

①
開
示
依
頼

⑨
手
数
料
の
支
払
い

①
開
示
請
求

⑦
依
頼
者
の
同
意
が
あ

る
場
合
の
み
開
示
の
連

絡
⑤
開
示
の
連
絡

（
連
絡
す
る
こ
と
に
つ
い

て
遺
族
の
同
意
を
得
ら
れ

な
い
場
合
は

、
依
頼
者
を

特
定
し
な
い
形
で
開
示
が

あ

っ
た
旨
を
連
絡

）

⑥
レ
セ
プ
ト
の
送
付

　

(

窓
口
交
付
の
場
合

)
　　　　　　　　　　　　保険医療機関　　　　　　　　　　　　　　　　保険薬局

保　　険　　者　　④開示等の決定

窓　　　口 窓　　　口

依頼者（被保険者の父母、配偶者、子、祖父母、孫）

③
開
示
依
頼
の
連
絡

⑦
レ
セ
プ
ト
の
開
示

　

(

窓
口
交
付
の
場
合

)

⑥
開
示
の
お
知
ら
せ
・
開
示
用
レ
セ
プ
ト
の
送
付

　

（
郵
送
交
付
の
場
合

)

①
開
示
依
頼

⑧
手
数
料
の
支
払
い

②
請
求
に
つ
い
て
の
説
明

　
本
人
確
認



報告第３１号－②

保健衛生事業の取扱いについて（協定項目２５－９）

保健衛生事業の取扱いについて、平成1５年１２月２５日（協議第２７号）協議
決定された調整方針に基づき別紙のとおり調整したので報告する。

　平成1７年　８月１７日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　姶良中央地区合併協議会
　　　　　　　　　　　　　　　　　　会　長　　鶴丸　　明人



1 母子健診

別紙

7　母子保健法に定める健診については、現行のとおり
新市に引き継ぐ。ただし、それ以外の健診について
は、合併までに調整する。

1　母子保健法に定める健診以外の健診については統一し
て実施する。健診の受診場所は原則居住している総合支
所とするが、他の総合支所でも受診可能とする。妊婦一
般健康診査・乳児健康診査（９～１１か月）は現行のと
おり医療機関に委託する。

 25-9     保健衛生事業 関　　係　　項　　　目
        協　議　項　目 協議決定された調整方針 具体的な調整結果



報告第３２号-②

障害者福祉事業の取扱いについて　（協定項目２５－１１）

障害者福祉事業の取扱いについて、平成１５年１２月２５日（協議第２８
号）協議決定された調整方針に基づき別紙のとおり調整したので報告する。

　平成１７年８月１７日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　姶良中央地区合併協議会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　会　長 　　 鶴丸　明人



障害者福祉事業総括表

協議決定された調整方針 具体的な調整結果

1
障害児（身体・知的）居宅支援事
業

６　事業は、国分市の例により新市に引き継ぐ。ただし、事業
所に対する単費補助金の取り扱いについては、合併までに調整
する。

１ 単独補助金の取り扱いについては、別表のとおり補助基準を設け補助す
る。
２ 他自治体からの運営に伴う赤字補填は徴しない。また、他自治体運営に
伴う赤字補填は行わないこととする。
３ 実施時期については、平成１８年度からとする。

別紙

協　議　項　目

２５－１１　障害者福祉事業 関係項目



別表

当年度の１
日当たりの
利用児童数

基準額（円）

６人未満 ８，０４８，０００円

６人以上

８人未満

１０，４６６，０００円

８人以上

１３人未満

１２，９８４，０００円

１３人以上

１５人未満

１５，５０２，０００円

補助金の種類 補助対象額

下記に定める額を限度額とする。
（１事業所当たり、年額）

運営費補助 霧島市障害児デイサー
ビス事業を行うために必
要とする人件費（報酬、
給料、職員手当等、共済
費、賃金、報償費等）管
理費（需用費、役務費、
使用料等）



報告第33号-②

高齢者福祉事業の取扱いについて（協定項目２５－１２）

高齢者福祉事業の取扱いについて、平成１５年１２月２５日（協議第２９号）
協議決定された調整方針に基づき別紙のとおり調整したので報告する。

　平成１７年８月１７日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　姶良中央地区合併協議会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　会　長　　 鶴 丸 明 人



別紙

2
寝たきり老人及び重度
心身障害者等おむつ手
当て支給事業

２３　事業は現行のとおり新市に引き継
ぐ。ただし、支給限度額等については合併
までに調整する。

本事業については、類似する家族介護用品支給事業に統合する。

1 家族介護用品の支給
１８　事業は現行のとおり新市へ引き継
ぐ。ただし、支給方法、対象者の要件につ
いては合併までに調整する。

１　【事業の目的】
　在宅高齢者等を介護している家族等に対し、介護用品を支給することにより、在宅介護における家族の精
神的及び経済的負担軽減を図る。
２　【対象】
　次のいずれかに該当する要介護者等と同居し、現に介護している住民税非課税世帯の家族に支給する。
（県補助対象分）
・要介護認定における要介護度4又は5の在宅高齢者を現に介護している家族
（市単独分）
・介護保険の要介護3と認定された在宅高齢者を現に介護している家族
・重度心身障害者（身障手帳の1・2級、療育手帳Ａ1、Ａ2所持者等）を現に介護している家族
・膀胱直腸障害等にある在宅の心身障害者（児）を現に介護している家族
３　【対象の介護用品】
紙おむつ・尿取りパット・使い捨て手袋・清拭剤・ドライシャンプー等介護に要する日常的に必要な消耗品
　支給対象者　　　　　　　限度年額
介護度4・5　　　　　　　　75,000円(補助対象)
介護度3　　　　　　　　 　48,000円
重度心身障害者等          48,000円
４　【支給方法】
・金券方式（領収書・レシート添付）（本人は１月に一回品物を受領）。
・券の発行は、３ｹ月に１回。
・券には有効期限を設ける。
・取扱店は、登録業者。
５　【事務手順】
　申請→ケア会議→交付→利用者が登録店で購入→登録店は金券にレシートを添付して市に請求→登録店に
支払い。
６　【実施時期】
　平成１８年度から実施する。

協議決定された調整方針

関係項目

具体的な調整結果

協　議　項　目

25―12　高齢者福祉事業の
取扱い



別紙

協議決定された調整方針

関係項目

具体的な調整結果

協　議　項　目

25―12　高齢者福祉事業の
取扱い

3 在宅介護支援センター

２６　在宅介護支援センターについては、
現行のとおり新市に引き継ぐ。ただし、基
幹型・地域型在宅支援センターのエリアの
見直し、体制の充実等については、合併ま
でに調整する。在宅介護支援センター間の
情報の共有化、ネットワーク化等について
は、新市で協議する。

１　エリアについは、国分市の現在の基幹型１箇所を地域型とし、地域型在介を3箇所とする。その他につい
ては、従前のとおりとする。
・現在の設置数
国分市　基幹　１　地域　2
溝辺町　地域　1
牧園町　地域　1
霧島町　地域　2
隼人町　基幹　１　地域　２
横川町　地域　1
福山町　地域　1

２　新市においては、隼人町の社協内に基幹型を配置する
３　地域型は地域ケア会議を充実させるため２名体制とする。

＊現行において上記のとおり整理したが、介護保険法等の改正により平成１８年度から制度内容の変更が予
定されており、今後、介護保険部門とも連携を図りながら国の動向を注視し、対応していく。



報告第４２号

　　その他の福祉事業【老人医療】の取扱いについて（協定項目２５－１５－③）

その他の福祉事業【老人医療】の取扱いについて、平成１６年１月１５日（協議
第３６号）協議決定された調整方針に基づき別紙のとおり調整したので報告する。

　平成１７年８月１７日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　姶良中央地区合併協議会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　会　長　　 鶴 丸 明 人



1 レセプト点検事業
　レセプト点検事業については、専門職員を雇用し業務を行う。レセプト
開示については、取扱い要領等を合併までに調整し、新市に引き継ぐ。

レセプト開示については霧島市国民健康保険及び老人保健診療報酬明細
書等の開示に係る取扱要綱を別紙のとおり整備し実施する。

　　　別紙

25-15－③　その他の福祉事業
【老人医療】

関　係　項　目

協　議　項　目 協議決定された調整方針 具体的な調整結果



（別 紙） 
診療報酬明細書等（レセプト）の開示取り扱い 
 

                    （新）                                   （旧） 
「診療報酬明細書等の被保険者への開示について」（平成17年3月31日
付け保発第0331007号） 

「診療報酬明細書等の被保険者への開示について」（平成9年6月25日付
け老企第64号、保発第82号、庁保発第16号） 
１．被保険者から保険者（老人医療受給対象者についてはその者が居住す

る市町村の長。以下同じ。）に対し、診療報酬明細書、調剤報酬明細書、施

設療養費明細書及び老人訪問看護療養費・訪問看護療養費請求書（以下「診

療報酬明細書等」という。）の開示（診療報酬明細書等の写しの交付を含む。

以下同じ。）の求めがあった場合にあっては、以下のとおり確認した上、当

該診療報酬明細書等を開示すること。 
① 診療報酬明細書等の開示を求める者と当該診療報酬明細書等に記載さ

れている者とが同一であることを確認すること。 
② 保険医療機関、特定承認保険医療機関、老人保健施設、指定老人訪問

看護事業者及び指定訪問看護事業者（以下「保険医療機関等」という。）に

対して、当該診療報酬明細書等を開示することによって、本人が傷病名等

を知ったとしても本人の診療上支障が生じない旨を確認すること。その際、

保険医療機関等においては、主治医の判断を求めるものとすること。 
③調剤報酬明細書の係る②の確認については、当該調剤報酬明細書に記載

された保険医療機関等に対し行われるものであること。なお、②の確認を

取った上、当該調剤報酬明細書を開示する場合においては、当該調剤報酬

明細書を発行した保険薬局に対しその旨通知を行うこと。 
２．被保険者が未成年者若しくは成年被後見人である場合の法定代理人又

は被保険者の委任を受けた弁護士から被保険者本人に代わって当該被保険

者等に係る診療報酬明細書等の開示の求めがあった場合についても、１の

取扱いに準ずること。 
３．遺族から診療報酬明細書等の開示の求めがあった場合については、各

保険者の判断において、社会通念に照らし適当と認められるときは開示し

て差し支えないこと。 
 
「遺族に対する診療報酬明細書等の開示の際の保険医療機関等に対する連

絡の見直しについて（通知）」 
（平成14年11月25日付け保総発第1125001号、保国発第1125001号） 

１．被保険者から保険者（老人医療受給対象者についてはその者が居住す

る市町村の長。以下同じ。）に対し、診療報酬明細書、調剤報酬明細書、老

人訪問看護療養費・訪問看護療養費請求書（以下「診療報酬明細書等」と

いう。）の開示（診療報酬明細書等の写しの交付を含む。以下同じ。）の求

めがあった場合にあっては、以下のとおり確認した上、当該診療報酬明細

書等を開示すること。 
①診療報酬明細書等の開示を求める者と当該診療報酬明細書等に記載され

ている者とが同一であることを確認すること。 
②保険医療機関、特定承認保険医療機関、指定老人訪問看護事業者及び指

定訪問看護事業者（以下「保険医療機関等」という。）に対して、当該診療

報酬明細書等を開示することによって、個人情報の保護に関する法律第25
条第1項第1号に規定する「本人の生命、身体、財産その他の権利利益を
害する」おそれがないかどうか確認すること。その際、保険医療機関等に

おいては、主治医の判断を求めるものとすること。 
③調剤報酬明細書の係る②の確認については、当該調剤報酬明細書に記載

された保険医療機関等に対し行われるものであること。なお、②の確認を

取った上、当該調剤報酬明細書を開示する場合においては、被保険者の同

意を得た上で、当該調剤報酬明細書を発行した保険薬局に対しその旨通知

を行うこと。 
２．被保険者が未成年者若しくは成年被後見人である場合の法定代理人又

は被保険者の委任を受けた代理人から被保険者本人に代わって当該被保険

者等に係る診療報酬明細書等の開示の求めがあった場合についても、１の

取扱いに準ずること。 
３．被保険者であった者の遺族から診療報酬明細書等の開示の求めがあっ

た場合については、被保険者本人の生前の意思、名誉等を十分に尊重しつ

つ、以下の点に留意した上で、開示して差し支えないこと。 
① 診療報酬明細書等が医師の個人情報となる場合があること。 
 
 
 
 
 
 
 
② 遺族が診療報酬明細書等の開示を求めているという情報は個人情報に

該当すること。 

遺族に対する診療報酬明細書等の開示については、「診療報酬明細書等の

被保険者への開示について」（平成9年6月25日付け都道府県知事宛て厚
生省老人保健局長、厚生省保険局長、社会保険庁運営部長通知において、

各保険者（老人医療受給対象者についてはその者が居住する市町村の長。

以下同じ。）の判断において社会通念に照らし適当と認められるときは開示

して差し支えないこととしている。 
また、開示により保険医療機関等に照会が行われる可能性があることか

ら、当該保険医療機関に対しその旨を連絡することが適当であるとの考え

を平成9年6月27日付け内かんにより示しているところである。） 
しかし、個人情報保護法案の審議等近年の個人情報を巡る議論等を踏ま

え、その取扱いについて検討した結果、遺族への診療報酬明細書等の開示

の事実は個人情報に当たり、この事実を遺族の同意なしに保険医療機関等

に連絡することに付いては、個人情報保護の観点から適当ではないと考え

られる。 
したがって、保険者が遺族へのレセプト開示の事実につき保険医療機関

等に連絡するに当たっては、遺族の同意を得ることが必要であると考える

ので、御了知の上、貴都道府県内市町村、国民健康保険組合及びその他関

係機関に対する周知について御配慮願いたい。 
※ アンダーラインについては変更箇所を示す。 



Ⅰ　被保険者等からのレセプトの開示請求の流れ Ⅱ　遺族からのレセプトの開示依頼の流れ Ⅱ　遺族からのレセプトの開示依頼の流れ

（①レセプトが医師の個人情報となる場合） （②レセプトが医師の個人情報とならない場合）

診療報酬明細書(レセプト)開示請求・依頼の流れ

(別　紙）

⑧
実
施
方
法
等
等
申
出
書
に
よ
り
開
示
方
法
・
日
時
等
の
申
出

(

郵
送
の
た
め
の
切
手
の
送
付

)

⑦
開
示
決
定
通
知
書
・
実
施
方
法
等
申
出
書
の
送
付

、
郵
送
を
希
望
す
る

場
合
の
郵
送
料
の
伝
達

⑨
レ
セ
プ
ト
の
送
付

(

窓
口
交
付
の
場
合

)

④
開
示
に
つ
い
て
の

意
見
を
照
会
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保　　険　　者　　⑥開示等の決定・決定通知書の作成

窓　　　口 窓　　　口

請求者（被保険者又は被扶養者）
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開
示
の
連
絡

⑤
開
示
に
つ
い
て
の
意
見

、

部
分
開
示
・
不
開
示
の
理

由

、
開
示
が
可
能
と
な
る
時

期
に
つ
い
て
回
答

③
開
示
請
求
の
連
絡

⑩
レ
セ
プ
ト
の
開
示

(

窓
口
交
付
の
場
合

)

⑨
レ
セ
プ
ト
の
開
示

(

郵
送
交
付
の
場
合

)

②
請
求
に
つ
い
て
の
説
明

　
本
人
確
認

⑪
手
数
料
の
支
払
い

⑦
レ
セ
プ
ト
の
送
付

　

(

窓
口
交
付
の
場
合

)
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て
の

意
見
を
照
会

　　　　　　　　　　　　保険医療機関　　　　　　　　　　　　　　　　保険薬局

窓　　　口

保　　険　　者　　⑥開示等の決定

窓　　　口

依頼者（被保険者の父母、配偶者、子、祖父母、孫）

⑤
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示
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つ
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の
意
見

、
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示
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と
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開
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⑥
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窓
口
交
付
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)
　　　　　　　　　　　　保険医療機関　　　　　　　　　　　　　　　　保険薬局

保　　険　　者　　④開示等の決定

窓　　　口 窓　　　口

依頼者（被保険者の父母、配偶者、子、祖父母、孫）

③
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頼
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連
絡

⑦
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ト
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付
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)
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の
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（
郵
送
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合

)

①
開
示
依
頼

⑧
手
数
料
の
支
払
い

②
請
求
に
つ
い
て
の
説
明

　
本
人
確
認



報告第４０号－②

農林水産関係事業【農業】の取扱いについて（協定項目２５－１６－①）

農林水産関係事業【農業】の取扱いについて、平成１６年３月１１日（協議第
３９号）協議決定された調整方針に基づき別紙のとおり調整したので報告す
る。

　平成１７年８月１７日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　姶良中央地区合併協議会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　会　長　　 鶴 丸 明 人



１
農業後継者等育成就農支援
事業

５　農業後継者等育成就農支援事業は、横
川町の例により新市に引き継ぐ。なお、制
度内容等については、合併までに調整す
る。

１　目的　新規就農の促進や定着化を図るとともに、優れた農業後継者を育成し、農業の振興
　　に寄与することを目的とする。
２　対象者　市内に居住する新規就農者や農家の後継者であり、半年以上２年未満の研修を行
　　う、55歳未満の者。
３　組織　農業後継者等育成就農支援協議会の設置については農政推進対策協議会を併用す
　　る。
４　負担区分　研修先農家が１／２　市が１／２を負担する。
５　支給期間・額　期間は２年以内、単身者については支給月額9万円、夫婦については支給
　　月額13.5万円を支給する。
６　研修先　県が指定した拠点農場・市が指定する優良農家
７　返還金　研修期間が6ヶ月未満又は、就農後5年未満に離農したときは、市助成総額の1/5
　　　　　　の返還を求めるものとする。
８　実施時期　平成18年度から実施する。

２
認定農業者農用地集積促進
事業

６　認定農業者農用地集積促進事業は、溝
辺町の例により新市に引き継ぐ。なお、制
度内容等については,合併までに調整する。

１　目的　経営規模拡大を目指す認定農業者に対して助成金を交付することにより、農用地の
　　有効利用と農業の生産性向上及び他産業並みの所得の向上に資することを目的とする。
２　交付基準　面積30ａ以上かつ契約期間5年以上を対象とする。対象期間は1月1日～12月31日
３　助成額　10ａ当り 20,000円（1回限り)
　　　　　　売買については嘱託登記手数料相当額を助成する。
４　返還額（5年未満で契約を解除した場合の10a当たりの返還額）
　　1年未満　 　20,000円   1～2年未満　　16,000円　　2～3年未満　　12,000円
　　3～4年未満　　8,000円　　4～5年未満　　4,000円
５　審査　農業委員会の審査による。
６　管理台帳　溝辺町の管理台帳を新市へ引き継ぐ。
７　対象要件と対象外要件
　　（対象）　賃貸借契約の設定又は、売買により所有権の移転をし、1回に30ａ以上締結した
　　　認定農業者、利用権設定期間は、1月1日から12月31日まで（平成18年度は、4月1日か
　　　ら12月31日）の間に行なわれたもので、存続期間は5年以上、農業振興地域の農用地区
　　　域内で基盤整備完了区域
　　（対象外）　譲受人又は賃借人が、譲渡人又は賃貸人と同一世帯員である場合。譲受人又
　　　は賃借人が市内に住所を有しない場合。農業生産法人でその構成員が当該農業生産法
　　　人に売買又は、利用権を設定する場合
８　実施時期　平成18年度から実施する。

　２５－１６－①　農林水産関係事業【農業】の取扱い

別　紙

項　　　　　　目 協議決定された調整方針 具体的な調整結果



報告第４３号

農林水産関係事業【林業】の取扱いについて（協定項目２５－１６－②）

農林水産関係事業【林業】の取扱いについて、平成１６年２月１２日（協議第
４０号）協議決定された調整方針に基づき別紙のとおり調整したので報告す
る。

　平成１７年８月１７日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　姶良中央地区合併協議会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　会　長　　 鶴 丸 明 人



1
治山事業（小規模崩壊地復
旧事業含む、県営含む）

2 治山事業（小規模崩壊地復旧事業、県
 営等含む）については、現行のとおり
 新市に引き継ぐ。なお、負担割合につ
 いては、合併までに調整する。

１ 県単補助治山事業受益者負担割合については、事業費の10％とする。

  県単補助治山事業負担割合　県：7/10(5/10)　市：2/10(4/10)　受益者：1/10(1/10)
　県営県単治山事業負担割合　県：9/10　市：1/10
　※（　）は市防災計画に記載のない箇所。
２　実施時期　平成18年度から実施する。

2 間伐実施事業
4 間伐実施事業については、現行のとお
 り新市に引き継ぐ。なお、負担割合に
 ついては、合併までに調整する。

１ 間伐路網整備事業の負担割合については、以下のとおりとする。
　　　作業路　県5/10　市5/10
　　　集材路　県5/10　受益者・組合4/10　市1/10
２　実施時期　平成18年度から実施する。

3 林業振興団体事業補助

7 林業振興団体事業補助については、現
 行のとおり新市に引き継ぐ。なお、補
 助率等については、合併までに調整す
 る。

１ 緑の少年団の補助については、年間の活動計画に応じ補助をする。

4 特用林産物振興事業

11 特用林産物振興事業については、現
 行のとおり新市に引き継ぐ。なお、補
 助金等については、合併までに調整す
 る。また、組織については、新市にお
 いて速やかに統合する。

１ しいたけ生産振興資金融資制度については、新市に引き継ぐ。
２ 各振興会への補助については、年間の活動計画に応じ補助をする。

5 火入れ許可
12 火入れ許可については、対象期間、
 対象面積等合併までに調整する。

１ 火入れ許可の対象期間は5日以内、対象面積については1haを超えないものとする。

　２５－１６－②　農林水産関係事業【林業】の取扱い

　別　紙

協　　議　　項　　目 協議決定された調整方針 具体的な調整結果



報告第４４号－①

農林水産関係事業【耕地】の取扱いについて（協定項目２５－１６－④）

農林水産関係事業【耕地】の取扱いについて、平成１６年２月１２日（協議第
４２号）協議決定された調整方針に基づき別紙のとおり調整したので報告す
る。

　平成１７年８月１７日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　姶良中央地区合併協議会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　会　長　　 鶴 丸 明 人



1
中山間地域総合整備事業
（団体営含む）

1 中山間地域総合整備事業（団体営含む）
　は、現行のとおり新市に引き継ぐ。継続
　事業の分担金の負担割合は現行のとおり
　とする。新規事業の分担金の負担割合
　は、合併までに調整する。

１ 新規事業の受益者負担割合は、 ほ場整備について事業費の５％とする。ほ場整備以外の事業
　 については０％とする。なお、負担時期については、事業終了後とする。
２ 事業主体別
　 　県営事業費負担金割合　国５５％　県３０％　市１５％
 　　（市負担のうちほ場整備について、事業費の５％は受益者負担）
　 　団体営事業費負担金割合　国５５％　県２０％　市２５％
　 　（市負担のうちほ場整備について、事業費の５％は受益者負担）
３ 平成17年度採択の横川地区については、新規事業扱いとする。

2
用排水施設整備事業
（団体営含む）

8 用排水施設整備事業（団体営含む）は、
　現行のとおり新市に引き継ぐ。なお、分
　担金の負担割合は合併までに調整する。

１ 継続事業については、旧市町の受益者負担割合のとおりとする。新規事業の受益者負担割合は
　 ０％とする。
２ 事業主体別
　　 県営事業費負担金割合　国５０％　県３０％　市２０％
　 　団体営事業費負担金割合　国５０％　県２５％　市２５％
３ 平成17年度採択の上場地区・浅谷地区・万膳地区については、新規事業扱いとする。

3
農業用河川工作物応急対策事
業（団体営含む）

15 農業用河川工作物応急対策事業（団体
  営含む）は、現行のとおり新市に引き継
  ぐ。なお、分担金の負担割合は合併まで
  に調整する。

１ 事業の受益者負担割合は０％とする。
２ 事業主体別
　　 県営事業費負担金割合　国５５％　県３７％　市８％
　 　団体営事業費負担金割合　国５０％　県３２％　市１８％

4
土地改良施設維持管理適正化
事業

18 土地改良施設維持管理適正化事業は、
　現行のとおり新市に引き継ぐ。なお、
　分担金の負担割合は土地改良区と協議し
　合併までに調整する

１ 分担金の負担割合については、土地改良区が事業主体の場合、市が３０％、土地改良区
　 が１０％とする。市が事業主体の場合４０％を市が負担する。
２ 事業主体別
　 　土地改良区営事業費負担金割合　国３０％　県３０％　市３０％　土地改良区１０％
　 　市営事業費負担金割合　国３０％　県３０％　市４０％

5 県単独農業農村整備事業
19 県単独農業農村整備事業は、現行のと
　おり新市に引き継ぐ。なお、分担金の
　負担割合は合併までに調整する。

１ 継続事業については、旧市町の受益者負担割合のとおりとする。新規事業の受益者負担割合
　 は、ほ場整備について事業費の５％を負担する。ほ場整備以外の事業は０％とする。
　 なお、負担時期については、事業終了後とする。
２ 事業主体　市
　　 事業費負担金割合　県　４５％　市　５５％

6 単独農業農村整備事業
23 単独農業農村整備事業は、現行のとお
　り新市に引き継ぐ。なお、分担金の負担
　割合は合併までに調整する。

１ 受益者負担割合は、ほ場整備について事業費の５％を負担する。ほ場整備以外の事業は０％
　 とする。なお、負担時期については、事業終了後とする。
２ 工事請負額が３００，０００円以上で県単独事業に該当しないものを対象とする。

　別　紙

　２５－１６－④　農林水産関係事業【耕地】の取扱い

協　議　項　目 協議決定された調整方針 具体的な調整結果



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　差し替え

報告第４５号

商工・観光関係事業の取扱いについて（協定項目２５－１７）

商工・観光関係事業の取扱いについて、平成１６年２月１２日（協議第４３
号）協議決定された調整方針に基づき別紙のとおり調整したので報告する。

　平成１７年８月１７日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　姶良中央地区合併協議会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　会　長　　 鶴 丸 明 人



協議決定された調整方針 具体的な調整結果

1 企業誘致

１　企業誘致については、新市におい
　ても積極的に推進する。なお、優遇
　制度等については合併までに調整す
　る。

１　国分市、溝辺町、霧島町、隼人町の固定資産税の課税免除につい
　ては、国分市の工業開発促進条例のとおりとする。横川町、牧園町、
　福山町の固定資産税の課税免除については、福山町の過疎地域産業
　開発促進条例のとおりとする。
２　市が独自で定める企業誘致の優遇制度については、国分市の工場
　等立地促進に関する条例のとおりとする。
３　実施時期は、合併日からとする。

2
商工会議所及び商工団体へ
の助成等

２　商工会議所及び商工会への助成制
　度については、現行のとおり新市に
　引き継ぐ。なお、補助金等について
　は合併までに調整する。

１　商工会議所への補助金等については現行のとおりとする。また、
　商工会への補助金額等については、６商工会が合併するまでは現行
　のとおり各商工会へ補助する。

3
観光協会等関係団体への助
成

５　観光協会への助成制度については、
　現行のとおり新市に引き継ぐ。なお、
　補助金等については合併までに調整
　する。

１　補助金については、平成17年11月7日設立予定の「霧島市観光協
　会」に一括して現行補助金額を交付する。
２　観光協会の一本化については、合併後速やかに行なわれるように
　協議を行なう。

協議項目

別紙

　２５－１７　商工・観光関係事業の取扱い



報告第４１号－③  

 

 

建設関係事業【都市整備】の取扱いについて（協定項目２５－１８） 

 

 

 建設関係事業【都市整備】の取扱いについて、平成16年２月26日（協議第４４号）協

議決定された調整方針に基づき別紙のとおり調整したので報告する。 

 

 

平成17年８月17日提出 

 

 

姶良中央地区合併協議会 

会 長  鶴 丸 明 人 



別　紙

協議決定された調整方針

1 土地利用協議
９　土地利用協議指導要綱等については、合併ま
でに調整する。

協　　議　　項　　目 具体的な調整結果

１　土地利用対策要綱については、国分市及び隼
　人町を例に作成する。

２　土地利用対策要綱については、開発面積が
　1,000㎡以上の開発行為に適用する。

３　土地利用対策委員会を設置する。重要な案件
　について審議する。
　（委員については、助役、部長及び関係課長）

４　土地利用対策要綱については、合併時から施
　行する。

25-18建設関係事業【都市整備】の取扱いについて



１市６町の土地利用協議関係の概要

国分市 溝辺町 横川町 牧園町 霧島町 隼人町 福山町

開発行為対象面
積

１，０００ ㎡ ３００ ㎡ ３，０００ ㎡ １，０００ ㎡ １，０００ ㎡ ５００ ㎡ ３，０００ ㎡

土地対策委員会
規 程 等 の 有 無

無 無 無 有 有 有 無

申請書類の毎月
締 切 日 の 有 無

無 無 無 無 無 有 無

事 務 手 順
関係課を回覧して承
認

関係課を回覧して承
認

都市計画法を適用
土地保全審議会に
諮る

土地保全審議会に
諮る

土地対策委員会に
諮る。

関係課を回覧して承
認

根拠となる条例等土地利用対策要綱
宅地造成等土地開
発に関する指導要
綱

都市計画法を適用
急傾斜地における土
木工事規制条例

土地保全に係る建
設工事規制条例

土地利用対策要綱 土地利用対策要綱



報告第41号-④

　　　建設関係事業【建築住宅】の取扱いについて（協定項目２５－１８）

建設関係事業【建築住宅】の取扱いについて、平成１６年２月２６日（協議第
44号）協議決定された調整方針に基づき別紙のとおり調整したので報告する。

　平成１７年８月１７日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　姶良中央地区合併協議会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　会　長　　 鶴 丸 明 人



（別紙）建設関係事業（A)

1 公営住宅収納管理
11　公営住宅収納管理については、現行のとおり新市に引継ぐ。な
お、公営住宅の家賃等については、合併までに調整する。ただし、
特定公共賃貸住宅の家賃については、現行のとおりとする。

1.公営住宅の家賃の算定については、公営住宅法に基つﾞき算定(別紙1）
するが、新市の家賃への移行は平成18年4月からとし平成18年3月までは
現行のままとする。なお、市町村立地係数及び利便性係数の変更により
新市の家賃は確定するが、現行の家賃を上まわる場合は、国からの通知
（別紙2）のとおり、おおむね3年以内で調整することとする。
2.市営単独住宅の家賃については、現行のとおり新市に引継ぐ。
3.駐車場使用料の徴収については、現行のとおり新市に引継ぐ。
4.市営単独住宅の敷金は公営住宅と同じように徴収する。
5.共益費については各団地で対応とする。
6.督促手数料は徴収する。（100円）
7.各証明手数料は徴収する。（200円）
8.滞納整理の方法は国分市の例による。（別紙3）
9.不納欠損処理の方法は国分市の例による。（別紙4）

25－18建設関係事業【建築住宅】の取扱いについて

協　議　項　目 協議決定された調整方針 具体的な調整結果



参考資料

新市

国分市 溝辺町 横川町 牧園町 霧島町 隼人町 福山町 霧島市

2104＋85＋2（2191） 350＋32＋2（384） 347＋39＋17（403） 267＋13＋28（308） 126＋4＋15（145） 934+1(935)特公賃はなし 242+12+6(260) 4370+185+71（4626）

１、公営住宅家賃

・公営住宅家賃
公　　1,000～44,800
特　49,300～72,800

公　 1,700～38,300
特　23,000～76,000

公　　　700～35,400
特　30,000～38,000

公　　　400～33,700
特　30,300～32,900

公　  1,100～39,400
特　 39,000

公　600～43,100
公　  2,800～18,500
特　35,000～40,000

公　未定
特　現行のまま

・市町村立地係数 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7 未定

・利便性係数
公　0.8156～1.0
特　0.9748～1.0

公　0.7203～0.8744
特　なし

公　0.7012～0.7819
特　なし

公　0.7682～1.0
特　なし

公　0.722～1.0
特　なし

公　0.8～1.0
公　0.7603～0.9552
特　なし

公　未定
特　現行のまま

２、単独住宅家賃

・単独住宅家賃
木原団地
4,000

14,500～15,000 20,000～45,000 1,200～26,400 6,000～32,700
堤防下団地
1,800

3,000～10,000 ・現行のとおり

３、公営住宅敷金

・入居時における3ヶ
月分の家賃に相当す
る金額の範囲内にお
いて敷金を徴収する
ことができる。

・同左 ・同左 ・同左 ・同左 ・同左 ・同左

・入居時における3ヶ
月分の家賃に相当す
る金額の範囲内にお
いて敷金を徴収する
ことができる。

４、単独住宅敷金 ・敷金なし ・公営住宅敷金と同じ ・公営住宅敷金と同じ ・公営住宅敷金と同じ ・公営住宅敷金と同じ ・公営住宅敷金と同じ ・公営住宅敷金と同じ ・公営住宅敷金と同じ

５、その他使用料

・駐車場使用料
名波ハイタウン
1台　500円/月

空港南タウン
1台　800円/月

・未徴収
ｸﾞﾘｰﾝﾋﾞﾚｯｼﾞ牧園小谷
1台　500円/月

公営住宅で駐車場が
整備されている団地
は800円、単独住宅
の駅前団地単身・神
宮前団地は家賃に含
む。その他は無料

・未徴収 ・未徴収 ・現行のとおり

・共益費 ・各団地対応 ・各団地対応 ・各団地対応 ・町で徴収し払う ・町で徴収し払う ・各団地対応 ・各団地対応 ・各団地対応

・督促手数料 ・未徴収 ・未徴収 ・未徴収 ・100円 ・100円 ・未徴収 ・未徴収 ・100円

・各証明手数料
（家賃証明、車庫証明）

・200円 ・200円 ・未徴収 ・200円 ・200円 ・未徴収 ・200円 ・200円

※住宅管理戸数の欄は公営住宅＋特公賃住宅＋単独住宅（住宅合計）となっています。 平成１７年７月現在

現　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　況

市町名

市
　
　
　
　
町
　
　
　
　
別
　
　
　
　
内
　
　
　
　
容

公営住宅収納管理

市町営住宅管理戸数



参考資料             公営住宅の家賃の算定方法          （別紙１）NO,1 
 
※公営住宅の家賃の算定方法（公営住宅法） 
◎入居者の家賃は、公営住宅法第１６条第１項の規定に基づいて、入居者からの収入の申告に基づき、

入居者の収入及び公営住宅の立地条件、規模、建設時からの経過年数その他の事項に応じ、かつ、近傍

同種の住宅の家賃以下で、事業主体が定めることとされている。 
◎ 入居者の家賃の算定＝下記の式による 

①家賃算定基礎額 ②市町村立地係数 ③規模係数 ④経過年数係数 ⑤利便性係数 
 

 
 
① 家賃算定基礎額・・・・・・入居者の月間収入額により４段階にわかれる。 
 

ランク 入 居 者 の 政 令 月 収 家 賃 算 定 基 礎 額 
1 0～123,000円 37,100円 
2 123,001～153,000円 45,000円 
3 153,001～178,000円 53,200円 
4 178,001～200,000円 61,400円  

 
②市町村立地係数 
◎市町村立地係数は、市町村の立地条件の偏差を表すものとして、国土交通大臣が各市町村の地価の状

況を勘案して、0.7～1.6 までの範囲内で市町村ごとに定める数値である。具体的な数値は国土交通省告
示に定められている。現状は 1 市 6 町とも、0.7 の地域で指定されているが新市の市町村立地係数につ
いては合併後に国から指定される。 
 

 
③規模係数 
◎規模係数は、当該公営住宅の床面積を 70㎡で除した数値であり、公営住宅の規模に応じて係数が増減
するものである。ここでいう床面積とは、共用部分（バルコニーは共用部とする、すなわちバルコニー

は床面積に含まない。）を除く住戸専用面積のことで、住戸占有面積が小さくなれば家賃も低下すること

になり、逆に住戸占有面積が大きくなれば家賃が上昇し、公営住宅の規模に応じた家賃が設定される。 
 

 
④経過年数係数 
◎ 経過年数係数は、民間賃貸住宅の家賃の変動等を勘案して、下式によって算出される。 
１、木造以外（経過年数係数）＝1－0.0039 経過年数 
２、木造（経過年数係数）＝1－0.0087 経過年数 
 

 
 
 



参考資料                                    （別紙１）NO,2 
 
⑤利便性係数 
◎ 利便性係数とは、事業主体が公営住宅の存する区域及びその周辺の地域の状況、公営住宅の設備等を

勘案して、0.7～1.0の範囲内で設定するものである。 
それにより新市の場合、利便性係数の調整が必要になる。 

 
 

利便性係数（0.7～1.0）＝立地係数（A） 設備係数（B）で設定すると利便性係数の下限が 0.7のため 
下限（0.7）＝（A）0.8367 （B）0.8367となり立地係数（A）＝0.8367～1.0 設備係数（B）＝0.8367 
～1.0に設定される。 
 
立地係数（A）の設定 
・ 市内の各団地の固定資産税評価相当額に序列を付け、現水準設定値（35,000 円／㎡）以上の団
地を 1.0 に、現水準設定値（5,000 円／㎡）以下の団地を最低値 0.8367 に置き、各団地をその
間に分布させる。 

 
 
設備係数（B）の設定 
  ・ 市内の各団地の設備の程度により序列を付け、設備の最もよい団地を 1.0 に設備の最も悪い団

地を最低値 0.8367に置き、各団地をその間に分布させる。 
 

 
 

※新市の家賃は平成 18年 4月から施行することとし、平成 18年 3月末日までは現行の家賃といたしま
す。 

 



参考資料       住宅使用料の滞納整理方法    （別紙 3） 

事    項 説 明 
１．期限までに納付がない場合 

 

２．督促状を発送しても納付が

ない場合 

 

３．滞納が 3 ヶ月以上になった

場合 

４. 催告書を発送しても納付が

ない場合 

 

 

５．納付もなく出頭要請にも応

じない場合 

 

６．誓約書の提出 

 

７．退去勧告 

 

 

８． 支払督促の申立 

8-2．債務者の異議申立 

 

8-3．仮執行宣言付支払督促 

  の申立 

 

8-4．債務者の異議申立 

 

8-5．債権の確定 

 

 

９． 退去命令 

 

１０．法的手段（明渡請求） 

 

滞納者に対して、納期限後、20日を目処に「督促状」を発送する。 

 

電話による催告、臨戸による催告及び徴収を実施する。2ヶ月以上滞納したら、連帯

保証人に対して、滞納者への完納指導依頼及び 3 ヶ月以上滞納した場合は、連帯保

証人に「連帯保証債務履行の事前通知書」を発送する。 

 滞納者に対し「催告書」を、滞納者の連帯保証人に対して滞納者への「連帯保証

債務履行要請書」を発送する。 

この間、必要に応じ、臨戸による催告及び徴収を実施しながら、滞納者に対し「催

告書及び出頭要請書」を、滞納者の連帯保証人に対し、このまま納付がない場合は

連帯保証債務の履行を請求する旨の「通知書」兼、滞納者と一緒に市役所に出頭し

ていただくよう「出頭要請書」を送付する。 

滞納者に対し「催告書及び出頭命令書」を、連帯保証人に対し、連帯保証責務を

履行するよう「請求書」兼、滞納者と同行しての「出頭要請書」を送付する。     

（相談も出頭もない場合は、法的手段を実施する旨を説明） 

1 から 5 までの手順により、一括納付が困難な場合等には分割納付等の「納付誓

約書」を提出させる。 

6 ヶ月以上納付もなく、出頭要請にも応じず、相談もない滞納者については、「退

去勧告」を行う。連帯保証人に対し「滞納者に退去勧告した旨の通知及び催告書」

を送付する。 

管轄裁判所書記官に支払督促を申し立てる。    （民事訴訟法 382、383） 

債務者から支払督促に対し、異議申立てがなされた場合は、訴訟に移行する。  

（民事訴訟法 395） 

債務者に支払督促が送達され、法定期間内（送達後 2 週間以内）に異議申立が無

い場合には、仮執行宣言付支払督促の申立をする（支払督促送達後、2週間経過のち

30日以内に申し立てること）              （民事訴訟法 391） 

債務者より異議申立があった場合は、訴訟へ移行する。 

                     （民事訴訟法 393、.395、396） 

仮執行宣言付支払督促が送達され、法定期限内（送達後、2週間以内）に債権者の

異議申立がないときには、確定判決と同一の効力を有する。 

                        （強制執行が可能である） 

悪質な滞納者に対して「退去命令書」を発送する。 

 

12 ヶ月以上納付がなく、若しくは 50 万円以上の滞納があり、納付の意思が見受

けられない者で、退去命令にも従わない場合は、法的手段（明渡し請求）を実施す

る 



参考資料    住 宅 使 用 料 の 不 納 欠 損 処 理 基 準    （別紙 4） 

 
１．処理対象者及び根拠法令等 
 
※ 住宅使用料等の消滅時効（1年以内の定期に支払われる債権の消滅時効） 
平成何年分の地代とか何月分の家賃等のように、1年以内の一定の時期に一定の
金銭を支払わせたり、物を引き渡させたりすることを目的とする債権は、債権者

が 5年間権利を行使しない場合に消滅する。       ｢民法 169条｣ 
 

（１） 退去後、死亡又は所在不明となり、徴収不納のまま 5年を経過した者  
                            ［地方自治法 第 236条］                                                         
（２） 長期不在等により、認定（職権）退去処理した者で徴収不納のまま 5年を 

経過した者                   ［地方自治法 第 236条］ 
 

（３）  訴訟等により債務が確定し、確定した日から 10年を経過した者 
［民法 第 174条の 2］ 

（４）  破産法に基づき破産による免責の判決が確定した者 
（確定後に発生した債務については含まない。）   ［破産法 第 366条の 2］ 

 
 

２．時効起算日 
（１） 前項第１号及び第２号に該当する者・・・・・・・・・・・・・・退去日の翌日 
（２） 前項第３号に該当する者・・・・・・・・・・・・・・・・・判決確定日の翌日 

                  ※根拠法令     ［民法 第 140条］ 
 
 

３．経過処理方法 
 
（１） 退去後についても納付催告する。（連帯保証人にも文書を送付する） 
（２） 転居先不明等で文書が返送されてきた場合は、本籍地市町村への住所照会する。 
（３） 住民票の転居届けがなく転居先が不明の場合は、連帯保証人、親族等に照会する。 
（４） 転居先が判明した場合は、催告の再送付を行う。 
（５） 常に居所の確認を行いながら、納付催告を怠ることのないよう努める。 
（６） 死亡及び所在不明等により徴収不納の場合は、退去後 5年を経過した者について 

不納欠損対象者として取り扱う。 
（７） 長期不在等により、認定（職権）退去処理した者についても前項と同様の処理で

退去後 5年を経過した者について、不納欠損対象者として取り扱う。 



報告第３７号‐②

　　　その他事業【選挙管理委員会関係事務】の取扱いについて
　　 （協定項目２５-２７-③）

その他事業【選挙管理委員会関係事務】の取扱いについて、平成１６年５月
１３日（協議第５８号）協議決定された調整方針に基づき別紙のとおり調整し
たので報告する。

　平成１７年８月１７日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　姶良中央地区合併協議会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　会　長　　 鶴 丸 明 人



2
ポスター掲示場の設置場
所

４　ポスター掲示場の設置について
　は、国分市の例による。なお、掲
　示場の設置場所については、合併
　までに調整する。

　１　設置場所について、国・県の選挙については、現行のとおり新市へ引き継ぐ。

　２　設置数について、市議・市長選挙については、公職選挙法第144条の２の規定に
　　基づき条例を制定し、合併後最初の選挙から法定設置数の約５０％とする。

　３　掲示板の材質については、設置期間の短縮及び安価であることから、ベニヤでは
　　なくアルミ板のリースで対応する。

　４　掲示板の規格・設置方法等については、国分市の例により新市の例規にて定める。
　　　【霧島市の議会の議員及び長の選挙におけるポスター掲示場の設置に関する条例】
　　　【霧島市の議会の議員及び長の選挙におけるポスター掲示場の設置に関する規程】

別紙

協　議　項　目 協議決定された調整方針 具体的な調整結果

25‐27‐③　選挙管理委員会関係事務 関　係　項　目

1
不在者投票・期日前投票
の投票所、事務体制及び
時間

３　不在者投票・期日前投票の投票
　所、事務体制及び時間等について
　は、合併までに調整する。

　１　不在者投票の投票所は、期日前投票制度の確立（H15.12.1施行）により郵送関係
　　が主であること、本庁において一括で事務を行った方が投票用紙の管理等を勘案し
　　た時に円滑な事務が行えると判断し、本庁のみに設置することとする。

　２　期日前投票の投票所は各総合支所の区域ごとに設置し、それぞれの投票所で各
　　総合支所管内の有権者についての期日前投票事務を行う。

　３　最初の市議・市長選挙については、各総合支所の区域ごとに不在者投票指定投
　　票区を設置する。（公職選挙法第37条第7項、同法施行令第26条の規定）

　４　期日前投票の事務取りまとめについては、本庁（本部）にて一括して事務を行う。

　５　事務体制は、協力職員並びに事務補佐員で対応する。

　６　不在者投票の投票時間については、午前8時30分から午後8時00分までとする。

　７　期日前投票の投票時間については、1箇所を除き時間を繰り上げることも可能で
　　あるが、有権者の利便性等を考慮し、当面の間は、すべての投票所において午前
　　8時30分から午後8時00分までとする。（公職選挙法第40条、同法48条の2第3項の
　　規定）

　８　在外投票事務については、本庁において事務を行う。（衆議院又は参議院の比例
　　代表選出議員の選挙のみ）



別紙

協　議　項　目 協議決定された調整方針 具体的な調整結果

25‐27‐③　選挙管理委員会関係事務 関　係　項　目

3
選挙運動用自動車の使用
及び選挙運動用ポスター
の公営の額

５　選挙運動用自動車の使用及び選
　挙運動用ポスターの公営制度につ
　いては、国分市の例による。なお
　、公営の額については、合併まで
　に調整する。

　１　新市の例規で公職選挙法第141条及び第143条の規定に基づき、国分市の例に
　　より金額等を定め、合併後の最初市議・市長選挙から公営で実施する。なお、金額
　　については、国分市の額を新市に引き継ぐ。
　　　☆新市の公営の額（国選の額を準用）
　　　　○一般乗用旅客自動車運送事業者との運送契約：1日64,500円を限度
　　　　○一般運送契約以外の契約：1日15,300円を限度
　　　　　　　　　　　　　　　　　 燃料代：1日 7,350円を限度
　　　　　　　　　　　　　　　　　 運転手：1日12,500円を限度
　　　　○ポスター作成費
　　　　　作成単価510円48銭に当該選挙が行われる区域におけるポスター掲示場の数
　　　　　に1.2を乗じて得た金額に【105,000円】を加えた金額を当該選挙が行われる区
　　　　　域におけるポスター掲示場の数（最初の市議選については選挙区ごと）で除し
　　　　　て得た金額を限度（作成単価510円48銭については国選の額を準用・1円未満
　　　　　の端数については1円とする。）
　　　　　基準限度額 作成枚数（ポスター掲示場数 1.2が限度）を限度として交付

　２　公営の手続き等についても、国分市の例により新市の例規にて定める。
     【霧島市の議会の議員及び長の選挙における選挙運動用自動車の使用及び選挙
　　　運動用ポスターの作成の公営に関する条例】
     【霧島市の議会の議員及び長の選挙における選挙運動用自動車の使用及び選挙
　　　運動用ポスターの作成の公営に関する規程】



その他事業【選挙管理委員会関係事務（不在者投票・期日前投票）】資料

平成16年度参議院議員通常選挙及び鹿児島県知事選挙に係る不在者投票・期日前投票一覧

法施行令
54条の4

法施行令
第59条の
6第8項

所属地 所在地 指定病院 郵便 洋上

参議 1 76 204 6 0 287 4,352 24,609 40,592 0.71 10.72 60.63 議員
(H14.5.19)

73.63

知事 1 35 203 6 － 245 4,341 24,552 39,672 0.62 10.94 61.89 首長
(H14.9.29)

68.31

参議 0 0 37 1 0 38 782 4,604 6,907 0.55 11.32 66.66 議員
(H11.4.25)

80.75

知事 0 0 36 1 － 37 783 4,602 6,807 0.54 11.50 67.61 首長
(H6.5.29)

86.73

参議 0 0 74 1 0 75 392 3,145 4,501 1.67 8.71 69.87 議員
(H15.4.27)

83.43

知事 0 0 73 1 － 74 392 3,142 4,452 1.66 8.81 70.58 首長
(H13.4.15)

87.80

参議 0 7 110 4 0 121 722 5,076 7,701 1.57 9.38 65.91 議員
(H15.4.27)

82.84

知事 0 6 109 5 － 120 592 5,074 7,588 1.58 7.80 66.87 首長
(H16.2.8)

75.27

参議 0 7 36 0 0 43 587 3,394 4,757 0.90 12.34 71.35 議員
(H15.4.27)

81.53

知事 0 2 36 0 － 38 584 3,386 4,697 0.81 12.43 72.09 首長
(H7.4.23)

90.45

参議 0 43 163 11 0 217 2,840 17,331 28,256 0.77 10.05 61.34 議員
(H15.4.27)

65.40

知事 0 25 157 11 － 193 2,839 17,299 28,105 0.69 10.10 61.55 首長
(H13.8.26)

62.81

参議 0 0 42 0 0 42 381 3,726 5,629 0.75 6.77 66.19 議員
(H15.4.27)

82.28

知事 0 0 41 0 － 41 381 3,723 5,555 0.74 6.86 67.02 首長
(H10.11.12)

87.02

参議 1 133 666 23 0 823 10,056 61,885 98,343 0.84 10.23

知事 1 68 655 24 － 748 9,912 61,778 96,876 0.77 10.23
※前回の議員・首長選挙については参考数値です

期日前
投票

当日有権
者数

不在者投票

法施行令第53条

国分

溝辺

横川

選挙種別 投票率

合計

計

不在者
投票率

期日前
投票率

福山

隼人

霧島

牧園

市町名 投票率投票総数

前回議員
・首長選挙
（無投票は
除く）

選挙人
名簿登
録者数
(H17.6.2
現在）

41,153

6,926

4,487

99,199

7,649

4,765

28,570

5,649
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不在者投票指定投票区の設置について 
 
不在者投票は、従来、不在者投票期間中に有権者に投票して頂いた投票用紙を、投票当

日、不在者投票を行った有権者の所属する投票区ごとに仕分けし、所属する投票所へ送致

しておりましたが、不在者投票指定投票区を設置することで、所属する投票区ごとの仕分

けをする必要なく、一括して不在者投票指定投票区へ送致することができる制度でありま

す。霧島市においても、事務の簡素化及び投票用紙の管理等勘案した結果、不在者投票指

定投票区を設置することにいたしました。（下記図参照） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

投票所 投票所 投票所 投票所 投票所 投票所 投票所 

不在者投票期間中に受理した投票用紙 

所属する投票区ごとに仕分けし、それぞれの投票所へ送致する 

不在者投票指定投票区を設置しなかった場合 

投票所 投票所 投票所 投票所 投票所 投票所 投票所 

不在者投票期間中に受理した投票用紙 

不在者投票指定投票区と指定された投票所へ一括して、送致する 

不在者投票指定投票区を設置した場合 

不在者投票指定投票区と

して指定された投票所 



その他事業【選挙管理委員会関係事務（不在者投票・期日前投票）】資料 
 
不在者投票・期日前投票 関係法令抜粋 

 

不在者投票指定投票区関係 
公職選挙法 

（投票管理者） 

第３７条 

７ 市町村の選挙管理委員会は、市町村の区域を分けて数投票区を設けた時は、政令で定めるところにより１

以上の投票区を指定し、当該指定した投票区の投票管理者に、政令で定めるところにより、当該投票区以外の

投票区に属する選挙人がした第４９条の規定による投票に関する事務のうち政令で定めるものを行わせること

ができる。 

 

（不在者投票） 

第４９条 

１ 前条第１項の選挙人の投票については、同項の規定によるほか、政令で定めるところにより、第４２条第

１項ただし書き、第４４条、第４５条、第４６条第１項から第３項まで、第４８条及び第５０条の規定にかか

わらず、不在者投票管理者の管理する投票を記載する場所において、投票用紙に投票の記載をし、これを封筒

に入れて不在者投票管理者に提出する方法により行わせることができる。 

 

公職選挙法施行令 

（指定投票区の指定等） 

第２６条 

１ 市町村の選挙管理委員会は、法第３７条第７項の規定により投票区を指定する場合には、当該指定する指

定投票区（以下「指定投票区」という。）の属する開票区に属する投票区であって、同項の規定により当該投票

区に属する選挙人がした法第４９条の規定による投票に関する事務のうち次条第２項に規定するものを当該指

定投票区の投票管理者が行うもの（以下「指定関係投票区」という。）を併せて定めなければならない。 

 

期日前投票の開閉時刻関係 
（期日前投票） 

第４８条の２ 

３ 第３９条から第４１条まで及び第５８条から第６０条までの規定は、期日前投票所について準用する。こ

の場合において、次の表の上欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の下欄に掲げる字句

に読み替えるものとする。 

 

法第４８条の２第３項の規定による読み替え後の第４０条 

（投票所の開閉時間） 

第４０条 

１ 投票所は、午前８時３０分に開き、午後８時に閉じる。ただし、市町村の選挙管理委員会は、２以上の期

日前投票所を設ける場合にあっては、１の期日前投票所を除き、期日前投票所を開く時刻を繰り下げ、又は期

日前投票所の閉じる時刻を繰り上げることができる。 

 



その他事業【選挙管理委員会関係事務（ポスター掲示場）】資料

ポスター掲示場設置数一覧

法定数 国・県選挙設置数 市町議・市町長選 国・県選挙設置数 霧島市議・市長選設置数

国　　分 229 165 112 165 112

溝　　辺 55 50 50 50 42

横　　川 92 59 59 59 46

牧　　園 100 75 75 75 50

霧　　島 54 47 47 47 46

隼　　人 143 127 127 127 73

福　　山 87 55 55 55 44

計 760 578 525 578 413

地区名

各市町ポスター掲示場設置数 霧島市ポスター掲示場設置数



その他事業【選挙管理委員会関係事務（ポスター掲示場）】資料 

ポスター掲示場 関係法令抜粋 

 
公職選挙法 
（文書図画の掲示） 
第１４３条第１項第５項 
１ 選挙運動のために使用する文書図画は、次の各号のいずれかに該当するもの（衆議院比例代表選出議員の選

挙にあっては、第１号、第２号、第４号及び第５号に該当するものであって衆議院名簿届出政党等が使用するも

の）のほかは掲示することができない。 
五 前号に掲げるものを除くほか、選挙運動のために使用するポスター（参議院議員比例代表選出議員の選挙に

あっては、公職の候補者たる参議院名簿登載者が使用するものに限る。） 
 
（ポスター掲示場） 
第１４４条の２ 
８ 都道府県の議会の議員の選挙については都道府県は、市町村の議会の議員及び長の選挙については市町村は、

それぞれ、条例で定めるところにより、第１４３条第 1項第５号のポスター掲示場を設けることができる。 
９ 都道府県又は市町村が前項の規定によりポスターの掲示場を設置する場合においては、当該掲示場の総数は

１投票区につき５箇所以上１０箇所以内において、政令で定めるところにより算定しなければならない。ただし、

特別の事情がある場合には、当該都道府県又は市町村は、それぞれ、条例で定めるところにより、その総数を減

ずることができる。 
 
 
公職選挙法施行令 
（ポスター掲示場） 
第１１１条 
１ 法第１４４条の２第２項又は第９項に規定するポスター掲示場の総数は、当該市町村の各投票区について次

の表の上覧（左欄）に掲げる投票区ごとの選挙人名簿登録者数及び同表の中欄に掲げる投票区ごとの面積に応じ、

それぞれ当該下欄（右欄）に定める数を合計した数とする。 
 
 

選挙人名簿登録者数 面   積 ポスター掲示場の数 

２平方キロメートル未満 ５箇所 
２平方キロメートル以上 
４平方キロメートル未満 

６箇所 

４平方キロメートル以上 
８平方キロメートル未満 

７箇所 
1,000人未満 

８平方キロメートル以上 ８箇所 

４平方キロメートル未満 ７箇所 
４平方キロメートル以上 
８平方キロメートル未満 

８箇所 
1,000人以上 
5,000人未満 

８平方キロメートル以上 ９箇所 
４平方キロメートル未満 ８箇所 5,000人以上 

10,000人未満 ４平方キロメートル以上 ９箇所 

４平方キロメートル未満 ９箇所 
10,000人以上 

４平方キロメートル以上 １０箇所 
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霧島市議会議員・市長選挙ポスター掲示場（案）

投票区 設置数
 地区名
（公民会） 番号 設置場所 投票区 設置数

 地区名
（公民会） 番号 設置場所 投票区 設置数

 地区名
（公民会） 番号 設置場所 投票区 設置数

 地区名
（公民会） 番号 設置場所

1 6 重久団地 1 重久団地東入口 31 2 上之段 107 上之段歩道橋北 56 5 万膳２区 212 渡せ公民館前 79 4 見次 318 秋窪清美宅東側ブロック

岩戸 2 岩戸公民館横 後川内 108 後川内バス停留所横 万膳２区 213 古屋志（有村商店前） 見次 319 サン・あもり出入口北側植栽部

剣之宇都 3 白山神社 32 2 塚脇 109 塚脇小学校県道沿い 万膳３区 214 万膳小学校バス停前 見次 320 隼人駅北東側踏切離合場所

道場口 4 東襲山公民館 塚脇 110 県畜産試験場前 万膳５区 215 大窪三叉路 見次 321 辻公園西側フェンス

妻屋 5 桜井純雄宅前 33 2 永山 111 永山集会所前 万膳３区 216 扇ノ迫（九日田入口） 80 5 内山田 322 隼人町役場大型バス車庫前

重久 6 久公民館東 平下 112 山本商店前 57 3 万膳５区 217 浅谷公民館前 内山田 323 隼人駅前ロ－タリ－

2 5 弟子丸 7 国分中学校裏 34 7 丹生附 113 竹之内春見宅前 万膳５区 218 水堀公民館前 内山田 324 西小路前ガ－ドレ－ル

弟子丸 8 運動公園入口(フェンス) 木場 114 丹生附・木場分岐点 三体３区 219 坂下公民館前 宇都山 325 宇都山公民館南側

清水団地 9 清水公民館 石原 115 役場正面入口 58 3 三体２区 220 三体小学校前 原 326 迫益男卓前

豊北 10 豊北水門東 石原 116 石原三文字 三体１区 221 川床（谷口宅前付近） 81 5 内山田 327 宮内小学校正門前

玄亀庵 11  たばこ育苗施設前 木佐貫 117 今吉歳晴商店前 三体１区 222 田方共同浴場前 内山田 328 宮内四辻（馬頭観音）石垣

3 6 新清水団地 12 新清水団地 水尻 118 岩元辰男商店横 59 5 高千穂１区 223 硫黄谷橋付近 内山田 329 第２内山田団地入口前

久保田西 13 北小学校近くバス停留所横 陵北 119 白浜幸喜宅前 高千穂４区 224 高千穂小学校前 朝日 330 朝日公民館前

久保田 14 穆佐商店前三叉路 35 6 門田 120 門田バス停 高千穂４区 225 雇用促進住宅駐車場前 内 331 阿久根健一宅北側ガードパイプ

馴松 15 丸紅畜産株式会社 森園 121 下有川公民館 高千穂８区 226 栗川公民館前 82 4 内 332 木之房交差点東側

小畑 16 小浜勝宅前三叉路 東竹山 122 東竹山十文字 高千穂８区 227 母ヶ野公民館前 内 333 天降川団地北側フェンス

小畑東 17 地ビール 園入口( 美容院隣) 中園 123 北山輝己宅前 60 4 高千穂６区 228 小谷（松田住宅入口付近） 内 334 川原団地東側公園フェンス

4 2 毛梨野 18 毛梨野公民館前 瀬間利 124 南国建機サービス㈱前 高千穂７区 229 牧場（岩下ストアー前） 内 335 鼻切、上野分かれ北西久永富則宅空地

芦谷 19 芦谷公会堂前 竹山 125 竹山公民館前 高千穂７区 230 南牧場線入口 83 5 姫城 336 枦山美容室前三叉路ガ－ドレ－ル

5 2 竹下 20 田畑商店前 36 5 祝儀園 126 長野久宅横 高千穂６区 231 関平光線販売所前 姫城 337 姫城団地西側ガ－ドレ－ル

阿多石 21 満尾成紀宅前 今別府 127 宗像精米所前 61 3 持松３区 232 笹之段公民館前 姫城 338 姫城公園西側フェンス

6 3 辻松山 22 辻松山交差点(ガードレール) 十文字 128 下十文字バス停 持松４区 233 持松四区公民館前 姫城 339 中姫城公園西側フェンス

辻 23 児玉商店前 桑迫 129 中玉利ユリ宅前 持松４区 234 黒岩佐久間商店前 姫城 340 山野温泉駐車場南側

台明寺下 24 永谷橋入口 荻迫団地 130 荻迫公民館前 62 4 牧園１０区 235 寺原（富山商店前付近） 84 5 東郷 341 東林寺公民館北側フェンス

7 2 中木原 25 木原中央公民館 37 6 野坂 131 野坂三文字 中津川７区 236 健崎入口三叉路 東郷 342 日当山地区公民館入口

牧内 26 安田建設前三叉路 宮川内 132 宮川内バス停 中津川７区 237 横瀬温泉前 東郷 343 新溝公民館南側ゲ－トボ－ル場

8 2 松ヶ野 27 松ヶ野公会堂前 宮脇 133 竹子上寺前 中津川７区 238 横瀬公民館前 東郷 344 高畑公民館

黒石 28 宮田操宅前三叉路 計牛 134 高槻電機㈱前 63 6 持松１区 239 真方（臼崎への三叉路） 西光寺 345 湯田バス停前東側ガ－ドレ－ル

9 3 立川 29 川原小学校入口 極楽 135 極楽三文字 持松１区 240 臼崎三叉路 85 2 糸走 346 糸走消防車庫前

中市 30 あいら農協川原事業所横 宮原 136 宮原三文字 持松２区 241 持松小学校入口 糸走 347 糸走地区共同利用施設入口前

萩之元 31 萩之元バス停留所横 38 5 横頭 137 横頭公民館前 64 5 中津川３区 242 犬飼三叉路 86 4 松永 348 湯の里団地角迫公園

10 1 下薄木 32 下すすき公会堂前 鳥ヶ原 138 岩元春見宅前 中津川４区 243 荒田橋三叉路 松永 349 有村正和宅前南側ガ－ドレ－ル

11 4 名波2 33 松崎酒店前 北原 139 北原バス停 中津川５区 244 下改田口バス停付近 松永 350 医療センタ－正門南側

名波1 34 東戸崎団地前 石峯 140 石峯自治公民館前 中津川６区 245 中津川保育所前 松永 351 温水プ－ル東側フェンス

名波3 35 京セラ社宅前 鍋西 141 住吉商店前 中津川６区 246 荒瀬橋付近 87 3 松永 352 松永郵便局前

京セラ 36 京セラ正門北(市道フェンス) 39 7 鍋東 142 鍋東ゲートボール場前 65 3 中津川１区 247 上安楽塩湯付近 松永 353 旧松永公民館前フェンス

12 6 愛宕 37 国分小学校西入口 陵南 143 姶良郡タクシー協会駐車場前 中津川１区 248 安楽公民館下 松永 354 花山公民館前ガ－ドレ－ル

東上 38 国分高校グランド入口 陵南 144 福永製茶工場横 中津川２区 249 妙見（田島本館前） 88 2 松永 355 上小鹿野公民館出入口手前

東中団地 39 東中団地入口 玉利 145 玉利団地前 66 1 三体４区 250 大霧公民館前 松永 356 下小鹿野橋東側ガ－ドレ－ル

夕日ヶ丘 40 夕日ヶ丘団地前 論地 146 第二陵南団地入口 67 7 駅前 251 霧島町役場 89 2 表木山 357 福留康博宅前

唐仁西 41 唐仁団地入口 論地岡 147 徳永静夫商店前 駅前 252 大窪駐在所前 迫間 358 迫間集落入口三叉路

13 4 御里 43 ジョイフルタウン西側入口 論地 148 論地バス停 駅前 253 サンビレッジ団地入口 90 2 嘉例川 359 中福良小学校前日枝神社の土手

御里 44 中央地区集会所入口 40 6 桑ノ丸 149 桑ノ丸バス停前 梅北 254 大田小学校正門側三文字 嘉例川 360 仮屋修宅前

西中 45 国分中央高校正門横 下桑ノ丸 150 末永明夫宅前 梅北 255 旧労災病院宿舎前 91 2 嘉例川 361 嘉例川地区公民館前

鳥越 46 第一工業大学体育館前 立岩 151 徳永茶工場横 新地 256 新地（平八亭前） 嘉例川 362 餅田公民館前

14 4 道場下 47 旧市役所前 脇 152 脇公民館前 湯之宮 257 湯之宮（中園宅前三文字） 92 2 嘉例川 363 妙見消防会館前

川跡南 48 保健センター西側 馬立 153 あいら農協崎森支所横 68 8 田口 258 宮下商店横 嘉例川 364 安楽橋前バス停

駅前 49 JA姶良国分事業所向側 久保山 154 馬立酒販横 田口 259 田口地域公民館前 93 2 上野 365 水道課配水地西側フェンス

川跡西 1 50 五島左側ガードレール 41 11 山ノ口 155 払山入口 田口 260 旧いこいの家入口 上野 366 上野公民館前

15 5 府中前東 51 冠満喜一宅前 小山ノ口 156 小山ノ口住宅入口 田口 261 龍泉寺納骨堂前 94 3 新川 367 新川住宅南側広場

府中昭和 52 祓戸神社前 希望ヶ丘団地 157 希望ヶ丘団地入口 堀之内 262 山田精米所前 新川 368 隼人病院北側ゲ－トボール場

府中東 53 向花小学校正門横 上新ハイツ 158 上新ハイツ入口 狭名田 263 狭名田公民館前 新川 369 新川公民館北側国道法面部

奈良田団地 54 奈良田団地入口 下町 159 役場前 狭名田 264 蓑原正宅前 95 3 浦町 370 役場下駐車場

向花中 55 向花地区コミュニティセンター 旭町 160 横川小学校角 市後柄 265 市後柄公民館横 浦町 371 消防車庫横

16 2 新町3 56 新町公民館入り口（塩満薫宅前） 川北 161 川北三叉路 69 4 枦田 266 枦田（竹内宅前） 浦町 372 西念寺下

新町2 57 恵楽寺前空地 上尾田 162 中央公民館入口 枦田 267 加藤自動車前 96 2 小廻 373 小廻遊園地

17 4 野口東 58 野口公民館 今村 163 今村住宅入口 遠見松 268 杉安病院前 小廻 374 田尻バス停横

野口北 59 ソニー入口西 二石田 164 上野和子宅下 野上 269 野上公民館前 97 2 南園 375 熊谷橋横

野口西 60 野口公民館西集会所裏 みどり団地 165 みどり団地入口 70 8 高千穂 270 Aマート桂内店前 南園 376 上之茶屋一里塚

野口西 61 高城ニュ-タウン公園 42 5 紫尾田 166 紫尾田公民館 高千穂 271 霧島小学校前 98 3 上大廻 377 赤石水産横

18 5 迫田 62 理容えびの北空地 紫尾田 167 柿木・正牟田三叉路 霧島 272 霧島神宮前ロータリー 中大廻 378 福山病院農道沿い

後馬場西 63 岩元商店前四叉路 北園 168 北園停留所 霧島 273 神宮入口三文字 磯新堀 379 立和田勝二宅前山林

神田西 64 上小川小学校正門横 正牟田 169 正牟田消防車庫前 泉水 274 泉水（小浜ミチ宅前） 99 4 東牧之原 380 中央公民館前

宮下団地 65 宮下団地内西広場 正牟田 170 阿弥陀原入口 祓谷 275 旧霧島東中学校四文字 東牧之原 381 樗木段団地入り口

山下1 66 帝国酸素四叉路 43 3 床波 171 床波活性化センター 永池 276 永池（吉村宅前） 東牧之原 382 東牧之原コミセン

19 4 広瀬14 67 東国分保育園 大住 172 大住ポンプ室 東多羅 277 東多羅（旧阿部商店前） 東牧之原 383 Aコープ駐車場

広瀬3 68 仮屋村曽山タネ宅前 柿木 173 柿木・大住・岡村三叉路 71 7 牧内 278 入水岐れ三文字 100 3 西牧之原 384 福山町婦人の家

広瀬5 69 広瀬公民館前 44 3 古城 174 古城停留所 入水 279 永水鳥越四方すじ 西牧之原 385 大塚団地

広瀬7 70 泊広孝宅南四叉路 茶屋 175 山ヶ野郵便局前 入水 280 入水公民館横 西牧之原 386 上鍋久宅前

20 6 広瀬16 71 国分市立児童体育館 木浦 176 木浦公民館 入水 281 旧小川酒店前 101 3 前牧之原 387 新原入り口

広瀬9 72 西山バス停留所前 45 2 天神 177 松元義人宅前 笹之段 282 永水分団車庫前 下牧之原 388 下牧之原コミセン

広瀬10 73 井料クリニック 駐車場　　 下本町 178 えびす橋横 笹之段 283 高橋宅先三文字 新牧之原 389 新鍋登宅前

広瀬10 74 鹿児島トヨペット裏 ゴミ置場横 46 2 十三谷 179 十三谷停留所 牧神 284 牧神鮫島商店前 102 2 川路原 390 猪谷防火水槽前

広瀬16 75 広瀬西公園前 高木 180 吉嶺益味宅前 72 4 梅之木 285 梅之木農免道三文字 川路原 391 川路原公民館

大野原団地 76 大野原団地西入口 47 3 岡村 181 西野政広宅前 市野々 286 松崎工業前三文字 103 4 池之谷 392 池之谷広場

21 6 福島7 77 国分西小学校裏門 下深川 182 上深川・岡村入口 永野田 287 永野田（永水水源地前） 国師 393 国師公民館

福島4 78 有下公民館入口 下深川 183 国生商店前 北永野田 288 北永野田駅前三文字 堀之頭 394 堀之頭公民館

福島3 79 福島橋横 48 3 二牟礼 184 永田商店前 73 8 大窪 289 本田タタミ店前 砂走 395 砂走公民館

福島3 80 西川原幸雄宅 前川内 185 前川内集落センター 大窪 290 大窪公民館前 104 2 新原 396 新原ゲートボール場

福島2 81 自衛隊前 岩穴 186 須ヶ牟田商店前 大窪 291 大窪団地前 新原 397 新原公民館

福島6 82 自衛隊北国分管工資材置場 49 3 馬渡 187 佐々木小学校下 川北 292 下脇健二宅前 105 4 谷 398 谷公民館

22 2 松木元 83 松木野口地区ふれあい広場入口 山住 188 山住住宅集会場 豊後迫 293 多目的集会施設県道入口 谷 399 旧福地小学校

松木中 84 元松木地区運動広場 小原 189 小原公民館 豊後迫 294 王子原バス停留所前 杉渡 400 杉渡公民館

23 3 中福良南 85 中村酒造前四叉路 50 3 赤水 190 赤水消防車庫横 向田 295 向田（馬場自動車前） 杉渡 401 福地地区体育館

中福良北 86 湊公民館 赤水 191 赤水交差点 上春山 296 上春山（中野宅前三文字） 106 4 割子田 402 佳例川コミセン

新地東 87 稲満整備工場横四叉路 黒葛原 192 百間道路三叉路 74 3 長　浜 297 長浜公民館西側ガ－ドレール 前川内 403 前川内公民館

24 3 上井団地 88 上井団地入口 51 4 下植村 193 植村駅横 小　浜 298 小浜地区公民館西側ガ－ドレール 内場 404 内場公民館

内門 89 上井公民館 向植村 194 中島橋右岸横 小　浜 299 小浜海水浴場北側 池田 405 池田公民館

向川原 90 永迫入口ゲートボール場 大里 195 大里入口 75 4 小田 300 藤崎商店前小田バス停東側 107 3 牧野 406 牧野園芸集荷所前

25 3 下川内 91 ガソリンスタンド前空地 上植村 196 上植村公民館 小田 301 小野地区公民館東側フェンス 立元 407 立元公民館

川内団地 92 川内団地入口 52 2 横伏敷 197 横伏敷公民館横 野久美田 302 立石勇一宅ブロック 六村 408 旧六村公民館

芦原 93 川内公民館 野坂 198 坂口商店横 野久美田 303 林良三宅前空地 108 5 和田 409 大王久雄宅前

26 2 平山 94 平山小学校正門前 53 3 上小脇 199 上小脇活性化センター 76 4 真孝 304 松下病院東側植栽部 新村 410 槐島ツル子宅前

野坂 95 野坂公会堂前 下小脇 200 下小脇公民館 真孝 305 鹿児島高専正門南側 中原 411 町道中原線入り口

27 2 前本戸 96 本戸公民館入口 54 7 牧園４区 201 牧園町公民館前 真孝 306 人権啓発センター北側フェンス 池之段 412 池之段公民館

後本戸 97 本戸橋先三叉路 牧園４区 202 堂ノ下公民館前 真孝 307 隼人中プ－ル北側フェンス 大屋敷 413 大屋敷公民館

28 3 赤川 98 敷根保育園前 牧園９区 203 三体堂鹿屋バス停付近 77 5 納屋 308 浜之市ふれあいセンター西側植栽部 地区名 投票区

浜馬場 99 敷根消防団車庫前 牧園２区 204 間手原（引地宅前） 納屋 309 錦江漁協倉庫西側 国分 １～３３

西馬場 100 敷根公民館 牧園６区 205 石坂森林組合前 本町 310 本町公民館北側空地 溝辺 ３４～４０

29 2 新馬場 101 敷根集会所 牧園５区 206 三体堂入口三叉路 本町 311 岡元電気北側ガ－ドパイプ 横川 ４１～５３

門倉 102 かのう医院前バス停留所横 牧園４区 207 中央団地前 松山 312 松山バス停前 牧園 ５４～６６

30 4 西内の丸 103 乙宮バス停留所横 55 4 牧園８区 208 川津原三叉路 78 5 住吉 313 永田病院西側植栽部 霧島 ６７～７３

東前田 104 下井公民館横グランドフェンス 牧園７区 209 有村入口三叉路 住吉 314 住吉団地入口空地 隼人 ７４～９４

西前田 105 前田地区北三叉路 牧園７区 210 霧島温泉駅前付近 住吉 315 住吉公民館東側空地 福山 ９５～１０８

西下新 106 西下井バス停留所横 万膳１区 211 有村公民館前三叉路 住吉 316 瀬戸口商店東側ガ－ドパイプ 設置箇所計 ４１３

住吉 317 住吉公園駐車場入口

備考
＊現時点での設置予定箇所となりま
す。設置場所については、選挙直前に
現況の変化等により変更の可能性あ
り。相対の数についての変更はなし。



その他事業【選挙管理委員会関係事務（選挙公営）】資料

選挙公営制度実施比較表

自動車借上料 燃料購入費 運転手報酬

佐野市
栃木県

(H17.2.28合併） 64,500 15,300 7,350 12,500 301,875

掛川市
静岡県

(H17.4.1合併） 64,500 15,300 7,350 12,500 301,875

三原市
広島県

(H17.3.22合併） 60,200 15,300 7,350 11,700 301,875

周南市
山口県

(H15.4.21合併） 64,500 15,300 7,350 12,500 ＊ 26.73 301,875+255,240

唐津市
佐賀県

(H17.1.1合併） 64,500 15,300 7,350 12,500 301,875
衆議院比例代表のみ２人

64,500 15,300 12,500
＊500以上 26.73 301,875+255,240
500以下 510.48 301,875

比例代表 301,875
＊500以上 26.73 301,875+255,240
500以下 510.48 301,875
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92,700

92,700

12,500

489.5057,800

64,500

7,350

7,350

64,500

64,500

84,00012,500

15,300

15,300

15,300

15,000

15,300 7,350

84,000

7,350

12,500

12,500

7,350 12,500

7,210

7,350 12,500

64,500

64,500

510.48

510.48

15,300

84,00012,5007,35015,300

60,200

84,00012,5007,350 510.48

72,10011,7007,350 510.48

備考
＊印については、ポスター掲示場の数から500を引いた数へ単価を乗じます。

串木野市

阿久根市

名瀬市

出水市

国分市

15,30064,500

15,300

鹿児島市 64,500 15,300 26.73＊7,350 12,500

鹿屋市

指宿市

加世田市

15,30064,500

64,500 15,300

15,300

64,500

64,500

県
外
類
似
団
体

枕崎市

一般運送契
約の場合（1
台）

鹿
児
島
県

区
分

西之表市

垂水市

大口市

市　名

薩摩川内市

選挙運動用自動車使用の公営
１日当たり公費負担の限度額

基本単価

選挙運動用ポスター作成の公営

64,500 15,300

個人契約の場合（1台・1人当たり） 企画費等

7,350

557,115

510.48

7,350 12,500 105,000

現在は未実施

64,500

日置市

35.00

－

510.48

501.99

510.48

510.48

510.48

－

7,350 12,500 105,000

国

比例代表

小選挙区

選挙区

15,300

曽於市

510.48

510.48

衆議院

参議院

現在は未実施

衆議院比例代表選挙のみ２台

7,350
12,500

510.48

510.48

510.48

510.48



その他事業【選挙管理委員会関係事務（選挙公営）】資料 
 
選挙公営 関係法令抜粋 

 
公職選挙法 

（自動車、船舶及び拡声器の使用） 

第１４１条 

１ 次の各号に掲げる選挙においては、主として選挙運動のために使用される自動車（道路交通法（昭和３５

年法律第１０５号）第２条第 1 項第９号に規定する自動車をいう。以下同じ。）又は船舶及び拡声器（携帯用

のものを含む。以下同じ。）は、公職の候補者１人について当該各号に定めるもののほかは、使用することがで

きない。ただし、拡声器については、個人演説会（演説を含む。）の開催中、その会場において別に 1 そろい

を使用することを妨げるものではない。 

一 衆議院（小選挙区選出）議員、参議院（選挙区選出）議員並びに地方公共団体の議会の議員及び長の選挙 

  自動車（その構造上宣伝を主たる目的とするものを除く。次の各号において同じ。）１台又は船舶１隻及び

拡声器１そろい 

８ 都道府県の議会の議員又は長の選挙については都道府県は、市の議会の議員又は長の選挙については市は、

それぞれ、前項の規定（参議院比例代表選出議員の選挙に係る部分を除く。）に準じて、条例で定めるところに

より、公職の候補者の第 1項の自動車の使用について、無料とすることができる。 

 

（文書図画の掲示） 

第１４３条 

１ 選挙運動のために使用する文書図画は、次の各号のいずれかに該当するもの（衆議院比例代表選出議員の

選挙にあっては、第１号、第２号、第４号及び第５号に該当するものであって衆議院名簿届出政党等が使用す

るもの）のほかは掲示することができない。 

五 前号に掲げるものを除くほか、選挙運動のために使用するポスター（参議院議員比例代表選出議員の選挙

にあっては、公職の候補者たる参議院名簿登載者が使用するものに限る。） 

15 都道府県の議会の議員の選挙については都道府県は、市の議会の議員及び長の選挙については市は、それ

ぞれ、前項の規定（参議院比例代表選出議員の選挙に係る部分を除く。）に準じて、条例で定めるところにより、

公職の候補者の第１項第４号の２の個人演説会告知用ポスター（都道府県知事の選挙の場合に限る。）及び同 

項第５号のポスター作成について、無料とすることができる。 



報告第４６号 

 

 

その他事業【温泉事業】の取扱いについて（協定項目２５－２７－⑧） 

 

 

 その他事業【温泉事業】の取扱いについて、平成１６年５月２７日（協議第６９号）協

議決定された調整方針に基づき別紙のとおり調整したので報告する。 

 

 

 

 

 

平成１７年８月１７日提出 

 

 

姶良中央地区合併協議会 

会 長  鶴 丸 明 人 



別　紙　　

協議決定された調整方針

1 温泉関係手数料
　4 手数料については、霧島町の例により合併ま
でに調整する。

協　　議　　項　　目 具体的な調整結果

　手数料については、現行の霧島町の例により下記のとおりと
する。

　①督促手数料・・・・・・・・・　 100円
　②延滞金・・・霧島市税条例の規定を準用する
　③温泉供給期間更新許可・・・・ 5,000円／件
　④名義変更許可・・・・・・・・20,000円／件
　⑤その他申請・・・・・・・・・ 1,000円／件
  ⑥実施時期・・・合併時とする

　25-27-⑧その他事業【温泉事業】の取扱いについて



地域審議会の設置について（報告） 

 

企 画 専 門 部 会 

平成 17 年 8 月１７日 

１．委員の推薦 

①合併前（10 月末まで）に各市町の首長がそれぞれの地域審議会の委員（案）をつ

くり、新市長に推薦する準備をしておく。 

②合併後、新市長が当該推薦書に基づいて、委員の委嘱を行う。 

２．委員の構成（地域審議会の設置に関する協議 第 5条の取扱い） 

 ①各市町の裁量で（実情に合わせて）、当該人数の範囲内で調整する。 

  ・公共的団体等を代表する者 → 5～11 人 

  ・学識経験を有する者 → 2～5 人 

  ・公募により選任された者 → 2～5 人 

 ②幅広い年齢層で構成されるよう配慮する。 

  ・応募資格は、「当該地域（国分市、溝辺町、横川町、牧園町、霧島町、隼人町、

福山町）に住所を有する者又は当該地域内に存する事務所等に勤務する者で審議

会に出席できる者」 

・充て職、学識経験者の委員は全体的に高年齢化する傾向。意見に偏りが生じる可

能性もあり、若い世代の登用にも配慮する。 

 ③クォータ制を取り入れ、その一方の性の比率が 2 割を下回らないこととする。（3

人以上） 

  ・「霧島市付属機関等の設置等に関する方針について（案）」第 4条第 1項第 4号で

「クォータ制の明記に努める」とされている。 

 ④公募は、合併前に行う。 

  ・合併までに各市町が委員（案）を確定させるためには、10 月中に期限を切る必

要があり、公募期間は一ヶ月は必要なので９月の広報紙に掲載しなければならな

い。（各市町それぞれの方法（無線放送等）で募集する。） 

３．地域審議会の立ち上げ 

  ・地域住民の合併に係る不安を解消し、早期立ち上げに係る要請に応えるためにも

合併後の早い段階で地域審議会を立ち上げる必要がある。 

４．委員の任期 
  ・協議第 6条で「委員の任期は、２年とする。」となっているので、年又は年度の

初めからが望ましい。 

    平成 18 年 1 月からを予定 

 


